
は じ め に

アメリカにおける労務管理の理論と実践の発展を，仮に科学的管理，人事

管理，人間関係管理，人的資源管理という４段階からなるものとして捉える

ならば，その発展の全般的傾向は副田満輝教授の指摘されるように「前のも

の（段階）が後のもの（段階）によって排除されてまったく取って変わられ

るといったものではなく，むしろ前のものが後のものによって訂正補完され

ていく関係－累積的展開－」1)として理解できるにしても，科学的管理から人

事管理への発展と，人事管理から人間関係論への発展との間には，同じ累積

的展開でも様相の異なるところがあるように思える。歴史が単純な形で繰り
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返すものでないことは当然であるが，前段階の形成原理の後段階における受

け取られ方という点で異なるところがあるように思える。

このような疑問は，他の段階に較べて人事管理にもうひとつ輪郭のはっき

りしないところがあることに起因するかもしれない。副田教授は人事管理の

特徴を，非体系性と中核的原理の不在ということに求められている。「科学

的管理と人間関係では，その原理，方法，体系にそれなりに一応はっきりと

一貫したものが見られるが，人事管理にはそれらしいものが見当たらない。

…人事管理のアイディア，つまり出発点というものは，当時ば
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，そしてこれを一括して新しく設けられた職業的エキス

パートとしてのパーソネル・マネージャーの管理の下におくことにあるとい

えるかも知れない。このようなアイディアから生まれた人事管理に，その理

論的な原理や方法，体系を求めるのは，求めるほうが無理であろう。（傍点，

引用者）」2)とはいえ，このような事情は，人事管理が研究対象として価値が

ないということの理由にはなるまい。副田教授も上に指摘されるごとく，人

事管理の歴史的意義が何よりも労務管理部門の工場管理一般からの分離・自

立化にあったならば，そしてそれ以後の労務管理の発展がそのような自立化

を基礎とするものであったならば，人事管理の形成の経緯を研究することは，

現代の労務管理（人的資源管理）の素性を明らかにする上でやはり必要な作

業であるかもしれないからである。

科学的管理と人事管理との関係に限ってみた場合，もとより上述の副田教

授の説は両者の関係を連続的に捉えようとするものなのであるが，次のよう

に述べられて若干その断続的側面をも指摘されているように思える。「人事

管理はそれだけをみるとこのように雑然として統一的なものがない。しかし，

これを労務管理発展の一段階として，その前段の科学的管理に対比すると，
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その性格もかなりはっきりと浮かび上がってくる。さきに述べたように，人

事管理は第一次大戦をきっかけとして労働力有効利用の見地から科学的管理

への反省および補完として誕生したものとみることができる。この場合，反

省および補完の原理ともいうべきものを強
�
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�
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�
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�
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�
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いって産業における人間的要因（human factor）または要素（element）の考

慮ということであろう。人事管理はまた人間要因運動（le movement du facteur

humain）とも呼ばれる。そしてこの人間的要因の考慮こそ，テイラーの科学

的管理に欠けていたもので，またその故に労働者の組織的反抗を招いたので

ある。（傍点，引用者）」3)筆者は，両者の関係をもう少し連続的に捉えたいと

思う。副田教授が「強いて」挙げられた「人間的要因の考慮」という人事管

理の理論レベルの原理も，むしろ科学的管理の側が労働組合の反対運動に直

面して痛切に認識させられ，いわゆる「精神革命」論の中で展開したもので

あった。もちろん，それは「最も展開されていないにもかかわらず最も宣伝

されている点で科学的管理のアキレス腱」4)といった体のものではあったけれ

ども。しかし，小論では，そのような理論レベルでの連続性ではなくて，副

田教授のいわれる「経営内労働者の人間的な利口な利用にかかわるいろんな

運動を寄せ集めること」に関わる原理，換言すれば運動としての人事管理の

形成原理，という点での連続性を問題としたい。

この点に関連して，筆者はかつて「技師が専門職業人としての自律性を確

保しながらその職業を維持し活動領域を拡大していくために，専門的知識を

武器にして，経営問題の解決に意図的に介入していく構想」を意味する「テ

イラー戦略」なる概念を使って科学的管理と人事管理の間の連続的関係を説

明しようとした。すなわち，「テイラー戦略」を展望しつつ精神革命を具体

化することを志向して，テイラーが歿した１９１５年から１９２０年頃にかけてテイ

ラー協会内部で行われた「同意」の獲得をめぐる議論を通じて，そして科学

的管理技師以外の専門家もが「テイラー戦略」に自分達の職業（自立化）モ
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デルを見出したことによって，科学的管理が人事管理に架橋されたと5)。こ

のような見解については，何人かの研究者から批判を頂いた6)。批判を集約

すれば，以下の２点になる。①肝心の労資関係の分析が欠けており，それと

の関連で「テイラー戦略」を媒介項とする科学的管理と人事管理の連続的関

係が説明されていないこと，②「テイラー戦略」それ自体の具体的展開に関

わらしめてこの連続が分析されていないこと。批判はもっともなものであり，

両方が検討されるべきであるが，小論では批判②に関連する問題を取り上げ，

特に拙著で言及することの少なかった科学的管理技師以外の専門家の動向に

注目したい。

ところで，人事管理の源流としての「科学的管理技師以外の専門家」とは

どのような（専門的知識に基づいた）人たちであったか。労働史家のジャコー

ビィ（Sanford M. Jacoby）と管理学史家のレン（Daniel A. Wren）は次のよ

うに述べている。

「人事管理の源流をなした各集団は，それぞれ労働関係の異なる側面に焦

点を合わせていた。技師たちは職務設計と管理実務に目を向け，福利厚生ワー

カーは工場環境と労働者の陶冶に関心を持ち，職業主義者は雇用政策と雇用

手続を重視した。こうした別々の要素が，アメリカの大戦参加に至る数年の

うちに合流しはじめたのであった。」7)

「企業内福利厚生の運動は組織に対する人間の価値を強調していたが，そ

れは企業の成長にとって不可欠の厳格さと専門家主義を欠いていた。科学的

管理は，産業心理学と結びつくことによって，専門家団体への全国的な関心

を駆り立てることによって，そして人事専門家を養成する最初の大学の教科

課程を奨励することによって，この厳格さをいくらか提供した。…福利厚生

主義と科学的管理が一緒になって，現代の人事管理への道を準備したのであ

る。」8)

また，副田教授は，パタースン（S. Howard Patterson）に依拠して，人事
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管理は科学的管理を補完するための科学的根拠を産業心理学と産業生理学に

求めたと，指摘されている9)。問題は，筆者が考えるように，福利厚生ワー

カー，職業主義者，産業心理学者，産業生理学者といった人たちが，「テイ

ラー戦略」に従って企業内部の労働問題の解決に参入し合流していった結果，

人事管理が形成されたといえるかどうかである。因みに，「これらさまざま

なグループを最終的につなげていたものは，ある特定の産業あるいは社会の

問題における彼らの利害の共通性ではなくて，それらの問題を考察し解決す

る方法の共通性であった。…テイラーの専門職業イデオロギーは福利厚生担

当者やその他の技師まで含めて，産業に雇用されている広範な専門家たちの

展望をかたちづくった。」10)と述べるジャコービィは，そのように考えている

ようである。結局，小論の目的は，産業心理学と産業生理学の形成史に関す

る最近の研究11)に依拠しながら，以上のような問題意識に即して人事管理前

史を素描してみることである。

Ⅰ．産業心理学の展開

� 世紀転換期のアメリカ心理学

心理学実験室を初めて導入して実験心理学を拓いたヴント（Wilhelm

Wundt），進化論の心理学的把握に基づいて個人差の研究の重要性を強調し

たゴールトン（Francis Galton），あるいはプラグマティズムの心理学を唱え

たジェームス（William James）やデューイ（John Dewey）の影響下にあった

世紀転換期のアメリカ心理学においては，個人の精神的過程の内観から人間

心理の科学的探究と心理学の社会的問題に対する応用へと関心が移りつつ

あった12)。そして結局は，「２０世紀の初期に，心理学と経営学は，管理の人

間的側面に対する共通の関心へと徐々に収斂していった」13)のである。しか

しながら，１９００年以前には心理学の企業経営への直接的な応用の例はほとん

ど存在しなかったという。というよりも，世紀転換期においては，心理学と
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経営（学）は対極に位置していた。この間の事情を，ヴァン・デ・ウォーター

は以下のように述べている。

「１８８０年に，ハーヴァード大学の心理学者ウィリアム・ジェームスは，心

理学を精神生活についての科学（the Science of Mental Life）であると宣言し

た。このまだ巣立ちしたばかりの学問は，情動，記憶，そして学習について

の基礎的研究に焦点を合わせていた。同じ頃（１８８６年），ヘンリー・ロビン

ソン・タウン（Henry Robinson Towne）は，経営管理の技法が工学の助けを

借りて完成されるべきであると提案した。……心理学は，生理学と哲学にルー

ツをもつ純粋学問であった。他方，経営学は，工場や工学技術にルーツをも

つ応用的分野であった。……驚くべきことではないが，大学で教える心理学

者たちは，心理学を産業上の問題に応用することにしばしば反対した。アメ

リカ心理学会（American Psychological Association，以下 APAと表記）が設

立されたのは１８９２年であったけれども，心理臨床家が準会員として入会を認

められるのに１９２５年まで待たなければならなかった。……

大学は，工学と経営学をカリキュラムの中に直ぐには組み入れなかった。

アメリカの単科大学と総合大学は，学生を牧師，法律家，医師といった職業

につかせるための一般教養科目（liberal arts）を重視していた。それらとは

別個に実業学校（technical school）が発展したが，それらの評判はあまりよ

くなかった。１８６２年に制定されたモリル法（Morrill Act）はこのような状況

を変化させるのに役立った。７０の土地付与大学が，農学と工学の研究を促進

するために認可された。このようにして，技術教育は伝統的な総合大学の制

度の中に組み込まれていったのである。経営学は，その後，ペンシルヴァニ

ア大学，シカゴ大学，カリフォルニア大学バークレー校，ダートマス大学の

ような，１８８０年から１９００年にかけてビジネス・スクールを設立した大学にお

いて成長した。概して，工学と経営学は，大学において徐々にその地位を認

められた応用的分野であった。
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工学とは対照的に，心理学は大学の中で創始された後に応用へと拡張され

た。ヴィルヘルム・ヴントやウィリアム・ジェームスのような心理学の初期

の開拓者たちは，生理学や哲学の正式の訓練を受けた学者であった。心理学

実験室は大学の内部に設立され，そして APAの会員資格は最初は単科大学

か総合大学で地位を有する者に限られていた。

しかしながら，部分的には１９世紀末のアメリカの時代精神と地域精神に促

されて，純粋学問としての心理学は大学の外へ目を向けるようになる。例え

ば，フィリピンにおけるアメリカ帝国主義と米西戦争に憤慨して，ウィリア

ム・ジェームスは歯に衣着せぬ社会改革の主唱者になった。このような社会

的見地は彼のプラグマティズムの哲学の中に浸透していた。ジョン・デュー

イも同様に，心理学の社会的通用性を心に描き，教育を改善するために学校

において心理学を応用することを要望した。……とはいえ，心理学者の関心

と研究方法の変化にもかかわらず，１９００年以前においては心理学の企業経営

への直接的応用の例はほとんど存在しなかったのである。」14)

しかしながら，心理学の産業上の問題への応用は，心理学の外部からの pull

と心理学の内部からの pushという二つの要因によって，２０世紀に入ってか

ら急速に進展する。一方で，ますます複雑になる企業組織を管理するための

合理的なテクニックに対する産業界の需要が，心理学の企業経営への応用を

促進した要因であった。テイラーの科学的管理はこの要求に応えようとする

ものであったし，当初は大きな成功を導入企業にもたらしたが，ストライキ

等の労働問題を引き起こしたことで，人間的要素の処理という点での理論的

限界を露呈させていた。産業界はこの点で，テイラーの「精神革命」という

理想主義的な主張よりももっと現実的な方策を必要としていたといえる。わ

けても，個人差という心理学的テーマは，企業家のいわば琴線に触れる問題

であった。個人差の原因と度合・内容を正確な把握することは，従業員の合

理的な活用をより可能にしたからである15)。この点について，バーリッツ
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（Loren Baritz）は次のように述べている。

「個人差は生まれつきのものか，それとも習得されたものかという問題は，

企業の経営者にとっても重要な意味をもつものであった。もし個人差が後天

的にえられたものであるとするなら，経営者は社内訓練をほどこして労働者

の行動に影響を及ぼすことができるはずである。また逆に，育成が天性より

も重要でないとするなら，訓練は骨折り損になるであろう。こんな場合，経

営者としては，必要な仕事に遺伝的に適していない労働者の雇用をさけるた

めに，労働者を選抜する方法を見出すのが賢明である。」16)

他方で，産業上の問題への心理学の応用に反対する意見が大勢を占めてい

たアカデミックな心理学者の間にあってもなお，むしろ積極的に自らの能力

を社会に売り込む人たちが現れる（ヴァン・デ・ウォーターは，これらの人々

を，企業家的心理学者 entrepreneurial psychologistsと呼んでいる）。これらの

人々による多様なメディアを使っての売り込みは，大衆一般，政府，経営者，

そして学会における懐疑論者たちをターゲットにしていた。これらの応用心

理学者たちは，ジャーナルの創刊，独立の会員組織，教育機関，そして心理

学的サービスを提供する営利会社の設立といった手段によって，まもなく職

業として自らを確立していった17)。

かくして，心理学の実務的応用の最初の産物としての心理テスト（mental

test）が，このような心理学者たちによって開発されたのである。とはいえ，

心理テストを企業に売り込んだ心理学者たちは，彼らが基礎的研究による裏

付けが得られる前に心理テストの有効性を性急に主張しているという，社会

からの批判に先ず直面しなければならなかった。例えば，社会批評家リップ

マン（Walter Lippmann）は，知能測定に関る産業心理学者の能力について

論難している。そこで，心理学者たちは，Human Engineerという社会的な

病の治療とともに医師や技術者を連想させる呼称を採用することで，心理テ

ストに対する大衆の支持を得ようとしたのである18)。
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� 企業家的心理学者たち

心理テストを開発し19)企業経営に応用した初期の心理学者としては，ミュ

ンスターベルク（Hugo Munster），スコット（Walter Dill Scott），ビンガム（Walter

VanDyke Bingham）の３人が先ず挙げられるべきであろう。

ミュンスターベルクは，ヴントの下で心理学を学び１８８５年にライプツィヒ

大学から博士号を授与され，ウィリアム・ジェームスの招聘により１８９２年に

ハーバード大学の実験心理学教授に着任した後，１９１３年に著書『心理学と産

業能率』（Psychology and Industrial Efficiency）を出版して産業心理学の創始

者となった。ミュンスターベルクの企業における心理学応用の業績の一例と

しては，船長に対する意思決定能力テストがある。１９０７年７月２２日に１５１名

の死者を出す客船衝突事故を起こしたサンフランシスコ・ポートランド汽船

会社は，危機において的確な意思決定ができる船長だけを選考することに

よって将来の事故を予防することを望んでいた。同社の要請に応じてミュン

スターベルクは，意思決定能力を測定するために一定時間内に仕分けをする

テスト（timed sorting task）を考案した20)。

１９１６年１２月１６日にミュンスターベルクは死去するが，その年の春にハー

ヴァード大学の学生を対象に１３種類の心理テストから構成される職業適性検

査（vocational test）を実施しており，それらの一つとして上記の船長に対す

る仕分けテストが簡略化された形で採用されている。参考までに，紹介して

みたい。被験者は，図１のように A，E，O，Uの４つの母音がランダムに

４列で印刷されているシートを８枚与えられる。８枚のシートにおける４つ

の母音の出現頻度は表１の通りである。被験者は，２分以内に，文字を数え

ずにシートをざっと見て，それぞれのシートにおける最多出現頻度の母音を

判断する。被験者は，その正誤数によって，決断力（decision）を判定され

るわけである21)。

彼の心理学的業績についての説明は他の本22)に譲るとして，ヴァン・デ・
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ウォーターは，産業心理学の職業的自立化という観点から次のような事実に

注目している。ミュンスターベルクは，新聞編集者に手紙を書いて応用心理

学を売り込み，大衆雑誌に論説を寄せ，政府高官に陳情活動を行い，ひいて

は心理学映画のシリーズを計画しさえした。個人差研究の開拓者である

キャッテル（James McKeen Cattell）が人体測定学テストを使用することだ

けに専念したのとは異なって，ミュンスターベルクは顧客の注文にあわせて

彼の職業適性検査テストを修正したし，映画のような同時代の知識人が俗っ

ぽいみなしたものをも公然と検討の対象にした。彼はまた１９１２年４月１５日の

タイタニック号の沈没の後で，上述の船長の意思決定についての研究を復活

図１

ＥＵＵＯＯＵＵＥＡＡＥＵＵＥＡＡＥＵＵＯＯＵＵＥ
ＡＵＡＯＵＵＵＯＵＡＵＯＯＵＡＵＯＵＵＵＯＡＵＡ
ＥＯＵＯＵＯＡＵＵＡＵＵＵＵＡＵＵＡＯＵＯＵＯＥ
ＵＥＥＵＯＡＵＥＥＡＥＵＵＥＡＥＥＵＡＯＵＥＥＵ

出典）H. E. Burtt, “Professor Munsterberg’s Vocational Tests”,

Journal of Applied Psychology , Vol.1, 1917, p.203.

表１

最多出現頻度の
母音とその回数

その他の母音の
出現回数

シート１ Ｕ：４２ １８

シート２ Ｏ：４２ １８

シート３ Ｏ：３０ ２２

シート４ Ｅ：４２ １８

シート５ Ｕ：３０ ２２

シート６ Ａ：３０ ２２

シート７ Ａ：４２ １８

シート８ Ｅ：３０ ２２

出典）Ibid., p.203，より作成。
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させて，センセーショナルな事件を利用しようとした。ウィリアム・ジェー

ムスや哲学学科の教授たちとの論争によってハーバード大学で評判を落とし

ていたこともあって，ミュンスターベルクは応用心理学のセールスマンの役

割をむしろ積極的に引き受けたのである23)。

スコット24)は，ヴントに師事し１９００年に心理学博士号を授与された後，ア

メリカに帰国しノースウェスタン大学の心理学部に採用された。最初スコッ

トは広告心理学に関する一連の論文で名声を博した25)が，後述する第一次大

戦中の陸軍の人事分類委員会での活動を経て，彼の関心はもっと一般的な「企

業の心理学」へと拡大した。彼は第一次大戦後スコット・カンパニー（Scott

Company）という企業を創設し，１９１９～１９２３年に人事コンサルティングを提

供した26)。

ビンガムは，１９０８年にシカゴ大学で心理学博士号を取得し，２年後にはダー

トマス大学で心理学と教育学を教える職を得たが，１９１４年にカーネギー工科

大学が応用心理学部を開設するとそちらに移った。ビンガムの指揮の下で，

セールスマンが売り込みに成功するための必要条件について研究を行うセー

ルスマンシップ研究所（Bureau of Salesmanship Research）が設置されたが，

それは心理学的研究に関する産学協同の最初の試みであった。ビンガムはこ

の研究を指導してもらうために，１９１６年にスコットを一時的に招聘している。

これによってスコットは合衆国で最初の応用心理学の教授となった27)。とい

うのも，ビンガムの先達であるスコット自身は，ノースウェスタン大学にお

いては，教授の地位を失うことを恐れて広告についての研究を秘密裏に行っ

ていたからである。「このような初期の心理学者たちがいた最高学府におけ

るある重要なことは，広告のような俗な事柄に対する関心を隠す必要がある

ということであった。」28)

これら先駆者たちの活動と「テイラー戦略」との関連で指摘しておくべき

ことは，彼らが科学的管理の人気とその弱点に便乗して先ず自己を宣伝しよ
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うとしたことである。例えばミュンスターベルクは，『心理学と産業能率』

において，科学的管理に賛辞を呈した後で，心理学的な分析を漠然と望んで

いることが科学的管理の特徴であるがそれは満足されておらず，であるから

こそ彼らを助けることが心理学者の義務となると述べている29)。また，産業

心理学者たちは，例えば Human Engineerと自らを呼称し，医師のような既

に社会的に受け入れられた専門職業になぞらえた点でも，テイラー主義者た

ちと共通性があった30)。

� 第一次世界大戦中の売り込みキャンペーン

「専門的知識を武器にして，経営上の問題の解決に意図的に介入していく」

という「テイラー戦略」の中心的課題からすると，軍需生産の増強と労使の

安定が要請された第一次大戦は絶好の機会であったといえるし，事実，科学

的管理，産業心理学，産業生理学のいずれの運動もがこれを最大限に活用し

ている。例えば，１９１８年初頭，テイラー協会会員の３分の１が軍需品部に勤

務していた。ただし，能力の売り込みという点では，心理学者の方がテイラー

主義者たち（例えば最も重要な貢献をした H．L．ガントは，戦争協力に対

して俸給も将校任官辞令も求めなかった）よりも遠慮がなかったようであ

る31)。

例えば，APA初代会長のホール（Granville Stanley Hall）は，新聞やジャー

ナルに戦争についての多くの論説を寄せ，兵士の士気（morale）を理解する

ために心理学を応用することができるという見解を発表している32)。しかし，

戦争という機会の活用という点で，最も組織的かつ効果的であった取り組み

が，全国研究協議会（National Research Council，以下 NRCと表記）33)の下に

設置された心理学委員会である。

合衆国が宣戦布告（１９１７年４月２日夜にウィルソン大統領が両院合同会議

で対独宣戦教書を読み，４月４日に上院が参戦を決議し，４月６日に下院が

－３７２－

（１２）



参戦を決議した）34)した２日後の４月６日に，当時 APA会長であったヤーキ

ス（Robert Mearns Yerkes：１９０２年にミュンスターベルクの下で博士号を取得

した）は，ハーヴァード大学エマーソン・ホールにおいて，心理学の国防に

対する関係を討議する会議を開き，心理学が軍事へ貢献する用意のあること

を明確に表明するとともに，心理学の軍事への応用を促進するための委員会

を設置する動議を提出する。この提案は APA評議会によって承認され，心

理学の軍事への応用の研究を組織するとともに監督することを機能とする総

委員会（general committee）が設置された。メンバーは以下の心理学者より

構成されていた。キャッテル，ホール，ソーンダイク（E. L. Thorndike），

ドッジ（Raymond Dodge），フランツ（S. I. Franz），ウィップル（G. M. Whipple），

シーショア（C. E. Seashore），ワトソン（J. B. Watson），ヤーキス。その後，

４月２１日に，NRCからの承認と要請に基づいて，その下に１２の専門委員会

を設置することを APA評議会は認可した35)。その構成については表２を参

照されたい。

ヤーキスが委員長を務めた「新兵募集の心理学的試験についての委員会」

（表２，参照）はビンガムを幹事に迎え，将校不適格者を「選別」するため

の方法として知能テストを陸軍に売り込む陳情に成功した。この知能テスト

は，結局１７２万７０００人に対して実施された。この専門医委員会のメンバーで

あったスタンフォード大学の L・M・ターマン（L. M. Terman）のリポート

によって，その活動の経緯を見てみよう。

委員会はまず，アメリカ陸軍がドイツ陸軍に較べて軍隊（army）の体を

成しておらず，遊牧民の集団（horde）の状態にとどまっているという問題

を指摘する。hordeは armyの材料であるに過ぎない。hordeは，個々の兵士

が最適の任務に配置され，その任務の遂行について訓練される程度に比例し

て，効率的な armyになる。hordeを armyに移行させるためには，入隊前の

職業経験と知能という２つの基準による分類と選考が必要である。大多数の
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表２

委 員 会 名 委 員 長 メ ン バ ー

１．軍事問題に関連する心理学文献
について委員会

Madison Bentley

(University of Illinois)

２．新兵募集の心理学的試験につい
ての委員会

R. M. Yerkes

(Harvard University)

W. B. Bingham H. H. Goddard

T. H. Haines L. M. Terman,

F. L. Wells G. M.Whipple

３．特殊技能を要する課業に就く兵
士の選別についての委員会

E. L. Thorndike

(Columbia University)

J. C. Chapman T. L. Kelley

W. D. Scott

４．航空兵の募集を含む航空に関す
る心理学的問題についての委員会

H. E. Burtt

(Harvard University)
W. R. Miles L. T. Troland

５．特に砲弾ショック，再教育，職
業訓練などの問題を含む不適格者
の心理学的問題についての委員会

S. I. Franz

(Government Hospital

for the Insane)

J. B. Watson K. S. Lashley

６．職業的性格と職業的助言に関す
る心理学的問題についての委員会

J. B. Watson

(Johns Hopkins University)

７．陸軍と海軍におけるレクリエー
ションについての委員会

G. A. Coe

(Union Theological

Seminary)

W. C. Bagley G. T. W. Patrick

H. L. Hollingworth J. H. Tufts

８．陸軍の訓練と規律に関する教育
学的かつ心理学的の問題について
の委員会

C. H. Judd

(University of Chicago)

９．兵役に関連する動機づけの問題
についての委員会

W. D. Scott

(Northwestern University)
H. S. Langfeld J. H. Tufts

１０．情緒の安定，恐怖，自制心の諸
問題についての委員会

R. S. Woodworth

(Columbia University)

W. B. Cannon G. S. Hall

J. B. Morgan J. F. Shepard

１１．軍事的重要性をもつ聴覚上の問
題についての委員会

C. E. Seashore

(University of Iowa)
R. M. Ogden C. A. Ruckmich

１２．軍事的意味をもつ視覚上の問題
についての委員会

R. Dodge

(Wesleyan University)

R. P. Angier H. A. Carr

L. R. Geissler S. P. Hayes

G. M. Stratton L. T. Troland

出典）Major Robert M. Yerkes (1917), “Psychology in Relation to the War”, in E. R. Hilgard, ed.,

American Psychology in Historical Perspectives , American Psychological Association, 1978,

pp.194‐195，成瀬悟策監訳『アメリカ心理学史』誠信書房，1983年，245～246頁；Robert

M. Yerkes, “Psychology and National Service”, The Journal of Applied Psychology , Vol.1, 1917,

pp.302‐303，より作成。

－３７４－

（１４）



新兵が入隊前に習熟していた職業とはほとんど共通性のない任務に配置され

ねばならないという事情によって，知能に基づく選考の重要性は増大させら

れる。

このような問題認識に基づいて，委員会は開戦後６週間で，何百万人もの

兵士を選考するための３種類の知能テスト，アルファ（Alpha），ベータ（Beta），

個別テスト（Individual Tests）を開発した。アルファは，英語の読み書きが

できる兵士を対象とした集団テスト（１人の試験官が１時間以内に数百名に

対して実施する）で，命令を理解する，命令を記憶し遂行する，常識問題に

対する適不適の解答を識別する，ある論理的統一体に関連する概念を結びつ

ける，他人からの暗示に動揺せずにある目標に専念する，多様な項目の情報

を理解するとともに記憶する，といった能力を計測する。被験者は２１２個の

質問に対して文字を筆記せずにチェックを付けたりアンダーラインを引いて

回答し，試験官はスコアリング・ステンシルを使って採点する。ベータは，

英語の読み書きができない兵士を対象とした集団テストであり，指示は身ぶ

りや実演によってなされ，身ぶりで与えられる命令を理解する能力，洞察力

と独創性，即座に連想する能力，印刷されたシンボルの中に類似と相違を判

断する能力，不合理を見破る能力，記憶力，といった要因を計測する。アル

ファと同様に，回答には文字の筆記を要せず，ステンシルで採点される。集

団テストに合格しなかった兵士には，３種類の個別テスト，ヤーキス－ブリッ

ジス尺度（The Yerkes-Bridges Point Scale），スタンフォード－ビネ尺度（The

Stanford-Binet Scale），遂行尺度（The Performance Scale）が適用される。遂

行尺度は特に外国人をテストするために考案されている。

通常，白人男性で，約７５％がアルファを，約２０％がベータを，そして約５

％が個別テストを受験した。仮病による徴兵逃れを予防するために，徴兵免

除者は，集団テストの結果だけでは決定されず，個別テストの終了後に決定

される。テストの結果は，表３のように，７段階で評価される。兵士が配属
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された任務ごとの評価等級の分布の具体的データについては，表４を参照さ

れたい。

以上のようなテストを実施するに当たり，ヤーキスの委員会は，先ず４０００

人の下士官を対象に予備的に試行した後，さらにアメリカ陸軍の４つの兵営

において試行を継続した。１９１８年１月までに，約８万人の兵卒と士官がテス

トされた。そして，４つの兵営における成果についての公式的調査が心理学

の大きな価値を実証したので，テストが徴募者全体に拡大されることになっ

た。それと同時に，軍医総監室（Office of the Surgeon General）に心理学連

隊（Division of Psychology）が創設され，プログラムを遂行するために将校

表３

評価
等級

等級の内容
全体に占める
割合

相応しい任務

Ａ
非常に優秀な知能
（Very Superior Intelligence）

１００人中の
４～５人

リーダーシップやその他の資質が要
求される高級将校タイプ

Ｂ
優秀な知能
（Superior Intelligence）

８～１０％
かなり多数の将校と大部分の下士官
のタイプ

Ｃ＋
平均より上位の知能
（High Average Intelligence）

約１５～１８％
全ての下士官と，場合によっては士
官候補者ともなりうるリーダーシッ
プと能力を備えた下士官

Ｃ
平均的知能
（Average Intelligence）

約２５％
下士官候補者の資質をもった優秀な
兵卒

Ｃ－
平均より下位の知能
（Low Average Intelligence）

約２０％
通常，優秀な兵卒で，定型的性質の
仕事に適格

Ｄ
劣っている知能
（Inferior Intelligence）

約１５％

まずまずの下士官ともなりうるが，
兵卒以上の地位にはめったに昇進し
ない。創意に欠けており平素の監督
を必要とする。文字の読めない者と
外国人に多い。

Ｄ－ 非常に劣っている知能
（Very Inferior Intelligence）

定型的業務には適している

Ｅ 兵役免除の対象者

出典）L. M. Terman, “The Use of Intelligence Tests in the Army”, The Psychological Bulletin , Vo.15,

No.6, June, 1918, pp.181‐182，より作成。
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が配属され，そしてジョージア州のオーグルソープ要塞（Fort Oglethorpe）

に心理学将校（Psychological Officer）を養成するための陸軍心理学学校（School

of Military Psychology）が設立された。１９１８年１０月１日までに，およそ１５０万

人の兵卒と士官がテストを受け，知能に応じて分類されるとともに，知能等

級に全面的あるいは部分的に基づいて数万件の配置と昇進が行われた36)。

一方，「兵役に関連する動機づけの問題についての委員会」（表２，参照）

の委員長を務めたスコットは，その与えられた課題とは別に，徴募された新

兵の選考よりも配置の方がもっと重要な問題であると考えていた。彼は個人

的に，国防長官のベイカー（Newton D. Baker）に陳情し，陸軍は「選別」

の後で適材を適所に配置する手続きを持っていないと主張し，配置テスト

（placement test）の重要性を訴えた。その結果，スコットを委員長に，ビン

ガムを事務局長に据えて，軍務局長室付として人事分類委員会（Committee

on Classification of Personnel）が１９１７年８月５日に設置された。その後，ス

コットは陸軍大佐に，ビンガムは陸軍中佐に任官した。終戦時に，スコット

の委員会は，７０００名の専門家スタッフを擁し，８３の異なった職務に兵卒を配

表４ 評価等級ごとのパーセンテージ

兵士の集団の
種類（白人）

D or E D C－ C C＋ B A A and B

８８１９名の将校 ０．０ ０．０１ ０．２５ ２．９２ １３．８ ３４．６ ４８．４ ８３．０

９２４０名の将校訓
練所候補生

０．０ ０．１４ ０．９８ ６．１６ １９．５ ３６．４ ３６．８ ７３．２

３３９３名の軍曹 ０．０ １．０５ ４．０５ １４．２ ２７．３ ３２．５ ２０．９ ５３．４

４０２３名の伍長 ０．０ １．３３ ７．３３ ２０．３３ ３１．３ ２６．０ １３．７ ３９．７

８万１１１４名の識字
能力のある兵卒

０．２２ １０．２４ ２１．４８ ２８．７９ ２０．４８ １２．３８ ６．３７ １８．７５

１万８０３名の識字
能力のない兵卒

７．８ ４１．１６ ２９．１１ １４．６７ ４．４３ １．９５ ０．５２ ２．４７

出典）Ibid., p.183.
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置するために１１２のテストを開発し，約３５０万人の兵士に対してテストを実施

した。そして，このプログラムのための予算は８５万１６５０ドルにまで膨張した。

「それは，当時までに企図されたものの中では最大の人事的な事業であった」。

その功により，スコットは議会より表彰メダル（Congressional Distinguished

Service Medal）を授与された。対照的に，ヤーキスの知能テストは配置とい

う陸軍の管理上の必要性にあまり適しておらず，終戦の２ヵ月後に中止され

た37)。

多くの将校たちはテストが実際的ではない迷惑ものと考えていたし，兵士

たちは「精神病患者の行進」という無礼な歌でテストを嘲笑していた。しか

しながら，大衆の目には，テストを採用し予算をつけ心理学者を将校に任命

することによって，政府が心理学を承認しているように映った。この承認に

乗じて，心理学者たちはあらゆる機会を捉えて，彼らの戦時活動を促進する

とともに，同様のことが平時の企業への適用においても可能であることを提

案しようとしたのである38)。

� テイラー協会との交流

ウォータータウン兵器廠ストライキ（１９１１年８月）とそれを調査するため

の下院特別委員会公聴会以後，科学的管理は，大衆における自らのイメージ，

つまり反労働者的であるとともに企業にとっても扱いにくいという否定的イ

メージを再構築しようとしていた。一方，心理学者は，企業のための実行可

能なサービスを提供する独立の専門職業としての肯定的イメージを作り出そ

うとしていた。ここに両者が交流を深める機運が生じる。科学的管理から心

理学への働きかけの中心人物は，１９１９～１９３３年にテイラー協会の専務理事を

務めたパースン（Harlow Stafford Person）であった。彼は，科学的管理の弱

点が管理における人間的要素を取り扱いにあることを認識していたので，心

理学との同盟によってそれをカヴァーしようとしたのである。彼は，ヨーカ
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ム（Clarence Yoakum），メイヨー（Elton Mayo），ビンガムらが産業における

心理学について『テイラー協会雑誌』（Bulletin of the Taylor Society）へ寄稿

することを歓迎した。パースンはまた，１９１５年にダートマス大学からカーネ

ギー工科大学に移った後は，ビンガムの同僚として協力関係を持続させた。

逆にビンガムは，パースンを通じて，彼の新しい応用心理学プログラムを宣

伝し，ダートマス大学タック・スクールから研究者を勧誘した39)。

一方で心理学者たちは，テイラー協会雑誌や，産業心理学者の一つのフォー

ラムとして１９１６年にクラーク大学学長のホール（G. Stanley Hall）らによっ

て発刊された『応用心理学ジャーナル』（Journal of Applied Psychology）に

おいて，産業心理学と科学的管理の方法の差異性を，あるいは科学的管理の

方法の非科学性を主張するようになった40)。その差異性という点では，ミュ

ンスターベルクやスコットが労働組合に対して肯定的姿勢を示し，テイラー

とは異なる労使関係観を提示したことも指摘されるべきである。結局，産業

心理学者たちは，このような交流を通じて，自らの活動領域を確認するとと

もに，科学的管理との差異性を自覚し，職業としてのアイデンティティを獲

得していったのであろう。この点に関して，ヴァン・デ・ウォーターは，産

業心理学は科学的管理の目的，視野，そして能率の倫理を完全に採用したと

主張するバーリッツを批判し，両者の関係を双方向的な相互作用として捉え

ようとしているが，後者が前者から運動の形成原理を採用したことがなかっ

た点からすればバーリッツの主張に分があるように思える41)。とはいえ，世

紀転換期のアメリカ社会の急速な工業化・都市化の趨勢の中で，偶々科学的

管理運動が新しい専門的職業を確立するための筋道を最初に描いてみせたが

ゆえに他の運動のモデルとなりえたということであって，そのような趨勢に

棹差そうとした点では，科学的管理運動も産業心理学運動も，そして次に述

べる産業生理学運動も同列であったわけであるが42)。
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視したのとは対照的に，心理学者は，パーソナリティ，知能のような個人の人間
的要因の重要性を強調した。（Cf., Van De Water, op. cit., pp．４９４）。
時間動作研究が科学的でなくデータが無作為抽出されていない点を批判した論

文として，Henry C. Link, “A New Application of Psychology to Industry”, Journal of
Applied Psychology, Vol.4, Nos.2 and 3, 1920。職務遂行が，満足，パーソナリティ，
知能といった計測可能な個人の差異と関連することを指摘した論文として，W. V.
Bingham and W. T. Davis, “Intelligence Scores and Business Success”, Journal of Applied
Psychology, Vol.8, No.1, 1924 ; Edward L. Thorndike, “The Curve of Work and the
Curve of Satisfyingness”, Journal of Applied Psychology, Vol.1, No.3, 1917 ; Herman H.
Young, “Intelligence Ratings and Success of Nurses in Traing”, Journal of Applied
Psychology, Vol.8, No.4, 1924 ; A. T. Poffenberger, “The Effects of Continuous work
upon Output and Feelings”, Journal of Applied Psychology, Vol.12, No.5, 1928。離職が
知能と関連することを指摘した論文として，Marian A. Bills, “Relation of Mental Test
Scores to Positions and Permanency in a Company”, Journal of Applied Psychology,
Vol.7, No.2, 1923 ; A. J. Snow, “Labor Turnover and Mental Alertness Test Scores”,
Journal of Applied Psychology, Vol.7, No.3, 1923。科学的選考が個人の特徴の計測に
よって達成されることを指摘した論文として，Harry D. Kitson, “Second International
Conference of Psychotechnics applied to Vocational Guidance and to Scientific
Management”, Journal of Applied Psychology, Vol.6, No.4, 1922。平均的工場で運用さ
れるものとして，心理学者の「管理における科学」は科学的管理とは甚だしく異
なっていると，結論づけた論文として，J. B. Miner, “Personnel Management, Principles,
Practices and Point of View ”, Journal of Applied Psychology, Vol.8, No.2, 1924。消費
者行動，販売のような科学的管理が扱わなかった分野への心理学の適用を指摘し
た論文として，Donald A. Laird, “The Basis of Tooth Paste Sales in Representative
Communities”, Journal of Applied Psychology, Vol.7, No.2, 1923 ; Edward K. Strong, Jr.,
“Theories of Selling”, Journal of Applied Psychology, Vol.9, No.1, 1925 ; E. J. Asher,
“The Association Test as a Means of Determining the Relative Familiarity of Retail
Stores”, Journal of Applied Psychology, Vol.12, No.4, 1928 ; Howard T. Hovde,
“Consumer Preferences for Small Glass Containers”, Journal of Applied Psychology,
Vol.15, No.4, 1931。

41) Van De Water, op. cit., pp.495 ; Baritz, op. cit ., pp.28‐31，前掲訳書，43‐45頁。
42) この点に関連して，クーンは次のように述べている。
「世紀転換期以後の，特に第一次世界大戦以後のアメリカの心理学者たちが，

急速に都市化し工業化するアメリカ社会に起因するとともにそれに調和する，実
用性，秩序，支配，といった革新主義的理想によってどの程度動機づけられたか
に，心理学史研究家たちはずっと注目していた。彼らは，初期の心理学者たちが
自らの学問の有用性をいかに強調し，人々の行動を要求された経路へと誘導する
自らの能力をいかに力説したかを，注目してきた。1913年にジョン・B・ワトソン
によって創始された行動主義（behaviorism）と B・F・スキナー（B. F. Skinner）に
よって発展させられた新行動主義（neobehaviorism）は，このような理想の見本で
ある。行動主義は明白に人間行動を予測し支配するように設計されていたし，ス
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キナーは社会技術としての自分の行動主義体系に言及しさえしている。心理テス
トと産業心理学は，同様の技術的理想の初期における別の支流であって，特に心
理テストは歴史家の徹底的な研究の主題となってきた。
歴史家たちががこのような技術的理想の存在を認識するとき，そのルーツがア

メリカ心理学が誕生した頃よりも少し早い時期にあったことを，彼らは一般に言
及してきた。例えば，1904年のセントルイス技術科学会議（St. Louis Congress of
Arts and Science）でのジェームス・マッキーン・キャッテルの演説と，さらにそれ
よりも早い 1892年のウィリアム・ジェームスのアメリカ心理学会会長就任演説を
を直ちに指摘することができる。これらの著名なアメリカの心理学者が二人とも，
心理学の有益で実用的な知識を要求したのである。二人ともが，知識のための知
識よりも知識の応用に優先順位を与えたのである。
歴史家たちが合衆国の実験心理学の発展に対するこれらの技術的理想の影響を
認識してきた一方で，技術的（あるいは技術科学的 technoscientific）な理想が 1880
年代以降合衆国において心理学を形成した，別のより根本的であるとともに微妙
で捉えにくい筋道が存在したと，私は考える。これは技術的理想のある異なった
意味とより関係している。つまり，実用性，有用性，支配といった技術科学的な
諸目的を強調したものとしてのその意味ではなくて，数量化，機械化，互換性部
品，製造過程と製品の標準化といった科学技術的な諸手段を強調したものとして
の意味である。
心理学者たちは心についての知識の生産に従事してきたが，多くの心理学者た

ちが世紀転換期に行おうとしたことは，工業化社会の理想にしたがい彼らの方法
や用具を標準化することによって，この心理学的知識の生産を合理化したことで
ある。初期の心理学者たちは彼らの方法を標準化する企図についてかなり自己意
識的であった。実際，1906年に，アメリカ心理学会は『実験的テストの手続きの
標準化について』の特別委員会を任命したほどである。
……特に興味をそそることは，内観（introspection）を標準化するこれらの試み

が最終的には失敗であったと判断され，心理学の方向が内観と心の研究からかな
り急速に離れるとともに，より客観的な方法と行動の研究に向けて移行したこと
である。約 20年の短いが決定的に重要な期間に，内観は，主要な心理学的方法か
ら，しぶしぶ防御的に使う人もあれば，声高に攻撃したり遠ざけたりする人もあ
るような，せいぜい第二義的あるいは第三義的の方法へと進化させられた。私が
示そうとすることは，心理学者たちの努力が出現しつつあった産業的秩序の技術
科学的な理想によって下支えされていたことである。つまり，世紀転換期に心理
学的知識の生産さえも職人的なそれから工業的なそれへの変容を経験したという
ことである。」（Deborah J. Coon, “Standardizing the Subject : Experimental Psycholo-
gists, Introspection, and the Quest for a Technoscientific Ideal”, Technology and Culture,
Vol.34, 1993, pp.757‐760.）

（付記）
小論は，井上昭一編著『現代アメリカ企業経営史』ミネルヴァ書房，2004年 3月

25日，に寄稿した「第 4章 「テイラー戦略」と人事管理の形成」の第 1～2節に，
大幅の加筆・修正を行ったものである。
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